
ボスニア・ヘルツェゴビナ（ＢＨ）情勢月報（平成２７年９月分） 

平成２７年１０月 

在ボスニア・ヘルツェゴビナ日本国大使館 

（注：以下は、現地紙など公開情報をとりまとめたものです。） 

 

１．国内情勢 

（１）国家レベル 

●ノバリッチＢＨ連邦首相及びツビヤノビッチ

ＲＳ首相が、「改革アジェンダ行動計画」に合

意（９日） 

 ノバリッチＢＨ連邦首相及びツビヤノビッチＲ

Ｓ首相は、改革アジェンダの具体的な履行方

法を定める１５－１６年行動計画に合意した。 

 

●ＢＨ国立博物館が再開（１５日） 

 ＢＨ閣僚評議会と、一部のＢＨ連邦内カント

ン（県）及び地方自治体が、ＢＨ国立博物館と

６文化施設の運営費に関する覚書を締結した

ことで、ＢＨ国立博物館が再開した。ＢＨ国立

博物館は、運営費を巡り、約３年間閉館され

ていた。オスマノビッチＢＨ民生相は、今後３

年間、年間１５０万ＫＭをＢＨ国立博物館の運

営費として国家予算から拠出すると述べた。 

 

（２）エンティティ、特別区 

ア ボスニア・ヘルツェゴビナ連邦（ＢＨ連邦） 

●チャバラＢＨ連邦大統領がソルダトＢＨ連邦

環境・観光相の辞任を承認（１５日） 

 チャバラＢＨ連邦大統領は、「民主主義戦線

（ＤＦ）」のＢＨ連邦レベルの連立離脱に伴って

６月に辞任を申し出ていたＤＦ所属閣僚のうち、

ソルダトＢＨ連邦環境・観光相の辞任を認める

ことを決定した。 

 同時に辞任を申し出たＤＦ所属閣僚４名のう

ち、バイロビッチＢＨ連邦エネルギー・鉱業・産

業相の辞任は既に承認されており、残るレメ

ティッチＢＨ連邦副首相兼通商相及びマンディ

ロビッチＢＨ連邦労働・社会問題相の辞任は
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まだ承認されていない。 

 

●ヘルツェゴビナ・ネレトバ・カントン政府を同

カントン議会が承認（２３日） 

 ２３日のヘルツェゴビナ・ネレトバ・カントン

（県）議会特別会合において、「民主行動党（Ｓ

ＤＡ）」及び「クロアチア民主同盟ＢｉＨ（ＨＤＺ・Ｂ

ｉＨ）」による連立政府が、同カントン議会による

賛成多数により承認された。ＳＤＡ及びＨＤＺ・

ＢｉＨのほか、「より良い未来のための連合（Ｓ

ＢＢ）」が同連立政府の承認に賛成票を投じ

た。 

 同カントンでは、１４年１０月の国政選挙以降、

連立交渉がまとまらず、新カントン政府が成立

しない状況が続いていた。 

 

●ＢＨ連邦上院において、ＢＨ連邦政府不信

任案が否決（３０日） 

 ＢＨ連邦上院特別会合において、７月１５日

に「社会民主党（ＳＤＰ）」、ＳＢＢ及びＤＦ所属

議員が提出したＢＨ連邦政府不信任案が、反

対多数により否決された。同不信任案の提案

政党のひとつだったＳＢＢは、ＢＨ連邦の政情

安定化が必要として反対票を投じた。 

 

イ スルプスカ共和国（ＲＳ） 

●ＲＳ憲法裁判所がＲＳ国民議会の住民投票

決議について、ＲＳ民族評議会ボシュニャク議

員団による「民族の死活的利益（ＶＮＩ）」に基

づく申立てを退ける（９日） 

 ＲＳ国民議会による国家レベル司法及び上

級代表決定の権限を問う住民投票の決議に

対して、ＲＳ民族評議会のボシュニャク議員団

が「民族の死活的利益（ＶＮＩ）」に基づいて拒

否権の申立てを行っていたことについて、同

憲法裁判所は、同決議がＶＮＩの侵害には該

当しないと結論付けた。 

 

●ＲＳ国民議会が住民投票委員会を承認（２３

日） 

 ＲＳ国民議会は、ＢＨ国家レベルの司法制度

（裁判所及び検察庁）及び上級代表決定の権

限を問う住民投票の実施のための組織委員

会を承認。ＲＳ民族評議会ボシュニャク議員団

長のハジオメロビッチ議員は、同委員会の承

認決定に対して、「民族の死活的利益（ＶＮＩ）」

に基づく拒否権の申立てを行う意向を表明し

た。 

 

２．外政 

（１）多国間、国際機関 

●欧州委員会により、ＢＨからＥＵへの乳製品

輸出が認められる（９日） 

 欧州委員会食品生産流通過程・家畜衛生常

設委員会（ＳＣＦＣＡＨ）は、ＢＨの乳製品製造

業者４社は、ＥＵへの輸出基準を満たしている

ことを結論付け、同４社のＥＵへの乳製品輸出

を正式に認めた。 

 欧州委員会は、７月に同４社によるＥＵへの

乳製品輸出を認めており、８月から輸出開始

の予定であったが、輸出開始間際になりクロ

アチアが異議申立てを行い、これらの輸出が

差し止められていた。 

 

●ブラッセルにおけるＥＵ・ＢＨ間司法に関す

る構造対話閣僚級会合の実施（１０日） 

 ブラッセルにおいて、ハーン欧州近隣政策・

拡大担当欧州委員によるイニシアティブのもと、

ＥＵ・ＢＨ間司法に関する構造対話閣僚級会

合が開催され、グルベシャＢＨ司法相、ヨジッ

チＢＨ連邦司法相、カスィポビッチＲＳ司法相
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及びピゾビッチ・ブルチュコ特別区司法委員会

委員長が出席した。 

 同会合ではＢＨの司法改革について協議し、

会合後、参加者はＢＨの構造対話へのコミット

メントを表明し、司法改革の継続に合意する

議定書に署名した。司法改革の詳細は、１０

月１日及び２日に行われる技術支援及び情報

交換（ＴＡＩＥＸ）セミナーで協議することが記さ

れた。 

 

●ツルナダクＢＨ外相がウィーンにおける第５

９回ＩＡＥＡ総会に出席（１４日－１８日） 

 ツルナダクＢＨ外相は、ＩＡＥＡ総会一般討論

演説において、ＢＨはＩＡＥＡの一員として、放

射線の安全な利用と核兵器の不拡散に関し

て、関連法規に従って全ての義務を果たして

いると述べた。また、同外相は、クロアチアに

よる、ＢＨ国境付近における放射性物質廃棄

場の建設計画への懸念を表明した。 

 

●欧州評議会「マネーロンダリング及びテロ資

金提供対策の評価に関する専門家委員会（Ｍ

ＯＮＥＹＶＡＬ）」が金融制度の不透明性につい

てのＢＨに関する注意喚起を解除（１８日） 

 ＭＯＮＥＹＶＡＬは、ＢＨとの金融取引につい

て、マネーロンダリングとテロ資金への利用の

恐れがあるとして加盟国に注意喚起を促した

１５年４月１４日の声明文を解除することを決

定した。同決定は、ＢＨにおいて１５年５月の

刑法改正等、金融取引の透明性を管理する

ために必要な法規則を整える取組が実行され

たことを受けてのもの。 

  

（２）要人往来、国際会議等 

●チョービッチＢＨ大統領評議会議長の中国

訪問、対ファシズム戦勝７０周年記念式典へ

の参列及び習中国国家主席等との会談（１日

－５日） 

 チョービッチＢＨ大統領評議会議長は、習中

国国家主席の招待に応じて、３日に行われた

対ファシズム戦勝７０周年記念式典に参列す

るために中国を訪問した。式典に参列したほ

か、チョービッチＢＨ大統領評議会議長は、４

日に習中国国家主席及び中国訪問中のフセ

イン・パキスタン大統領と会談したほか、「Ｈｕ

ａｗｅｉ」社、「ＺＴＥ」社、「ＣＭＥＣ」社の代表者と

も会談を行った。 

 習中国国家主席との会談では、中国・ＢＨ間

の外交関係の深化を歓迎する旨が表明され

た。チョービッチＢＨ大統領評議会議長は、両

国間関係の基礎として、「一帯一路」枠組みに

おける協力を強調し、インフラ及びエネルギー

分野の共同事業の更なる発展と、中国からＢ

Ｈへの直接投資拡大への期待を表明した。チ

ョービッチＢＨ大統領評議会議長は、習中国

国家主席にＢＨへの訪問を招待した。 

 フセイン・パキスタン大統領との会談では、

パキスタン・ＢＨ間関係が良好であることが確

認されたが、チョービッチＢＨ大統領評議会議

長は、経済及び貿易関係の更なる強化を呼び

かけた。フセイン・パキスタン大統領は、パキ

スタンからＢＨへの政治的及び経済的支援を

継続する旨述べた。 

 

●ツルナダクＢＨ外相のブレッド戦略フォーラ

ム２０１５への出席（１日） 

 ツルナダクＢＨ外相は、西バルカン地域に関

するパネルディスカッションに参加、域内協力

がＢＨの主要な外交政策のひとつであると述

べた。また、同外相は、ＢＨからＥＵへの乳製

品輸出が差し止められた事について、不快感

を表明し、全てのＥＵ加盟国代表者に対して、
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輸出差止めを解除するよう呼びかけた。 

 また、ツルナダクＢＨ外相は、ポポスキー・マ

ケドニア外相及びライチャク・スロバキア外相

と個別に会談を行った。 

 

●イバニッチＢＨ大統領評議会メンバーのギリ

シャ訪問、パヴロプロス・ギリシャ大統領と会

談（９日） 

 イバニッチＢＨ大統領評議会メンバーとパヴ

ロプロス・ギリシャ大統領は、会談の中で、ギ

リシャ・ＢＨ関係が良好であり、更なる関係の

深化を互いに望んでいることを確認した。両名

は、ＢＨ情勢や、ＢＨの欧州評議会閣僚委員

会議長就任、移民及び難民問題について協

議した。 

 

●キタロビッチ・クロアチア大統領がＢＨ訪問、

ＢＨ大統領評議会及びドディックＲＳ大統領ら

と会談（１０－１２日） 

 キタロビッチ・クロアチア大統領と、ＢＨ大統

領評議会（チョービッチＢＨ大統領評議会議長

及びイゼトベゴビッチＢＨ大統領評議会メンバ

ー）との会談の中で、両国間に懸案事項は存

在しつつも、友好的関係を保っていることと、

国境問題の解決や経済協力の重要性が確認

された。 

 キタロビッチ・クロアチア大統領とドディックＲ

Ｓ大統領の会談では、クロアチア及びＢＨ（ＲＳ）

を結ぶサバ川を渡る橋の建設が重要であると

確認されると共に、エネルギー事業における

クロアチア及びＲＳ間協力への期待が表明さ

れた。 

 

●ツルナダクＢＨ外相が、欧州評議会閣僚委

員会議長としてチュニジアを訪問、エセブシ・

チュニジア大統領と会談（２２日） 

 ツルナダクＢＨ外相とエセブシ・チュニジア大

統領は、まず、増加するテロへの対策につい

て意見を交換した。また、ＢＨ及びチュニジア

の二国間関係についても話題となり、両名は、

両国間関係は良好であることを確認し、互い

に更なる深化に向けて取り組む意思を表明し

た。 

 

●ツルナダクＢＨ外相のマケドニア訪問、イヴ

ァノフ・マケドニア大統領、グルエフスキー・マ

ケドニア首相、ベシム・マケドニア第一副首相

及びポポスキー・マケドニア外相と会談（２３

日） 

 会談中、ＢＨ及びマケドニア間の二国間関係

は、概ね良好かつ友好的であり、懸案事項は

なく、特に経済関係において更に両国間関係

を発展させることへの関心が述べられた。ま

た、外交団に関する合意や生体認証式身分

証を保持しての越境に関する合意、運転免許

の相互承認に関する合意等の締結に向けた

協議が行われた。 

  

●チョービッチＢＨ大統領評議会議長及びツ

ルナダクＢＨ外相が暴力的過激主義対策サミ

ットに出席（２９日） 

 同サミットには、第７０回国連総会出席のた

めにニューヨーク訪問中のチョービッチ BH 大

統領評議会議長及びツルナダクBH外相が出

席。 

チョービッチＢＨ大統領評議会議長は、ＢＨ

にとってテロリズム及び暴力的過激主義は深

刻な懸念となっており、その解決を非常に重

視していると述べた。また、特にＩＳＩＬによるテ

ロ活動における残虐性と人命の軽視を非難し

た。 
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●ツルナダクＢＨ外相が、ニューヨークにおい

て、ＢＨ・セルビア・トルコ三ヵ国外相会談と、Ｂ

Ｈ・クロアチア・トルコ三ヵ国外相会談に参加

（２９日） 

 ＢＨ・セルビア・トルコ三ヵ国外相会談では、

三ヵ国会談の実現を歓迎する旨が表明され、

また、８月に経済貿易担当大臣の三ヵ国会談

が実現したことを歓迎した。 

 ＢＨ・クロアチア・トルコ三ヵ国外相会談では、

ツルナダクＢＨ外相は、５年振りに同三ヵ国に

よる会談が成立したことを歓迎した。同会談で

は、難民危機を含む問題が協議された。 

 

●ツルナダクＢＨ外相が、ニューヨークにおい

て各国外相らと会談（２９日－３０日） 

 ２９日、ツルナダクＢＨ外相は、ジョージア副

首相兼外相、エストニア外相、英国務大臣（外

務省担当）らと会談を行い、外交政策に関す

る意見交換及び二国間関係の深化について

協議した。 

３０日、ツルナダクＢＨ外相はラブロフ・ロシ

ア外相と会談し、ＢＨ情勢、国際的治安情勢

及び両国間の関係向上について意見を交換

した。また、欧州評議会閣僚委員会議長とし

ての、ツルナダクＢＨ外相のロシア訪問につい

ても協議された。 

 

●ツルナダクＢＨ外相が、地域協力評議会（Ｒ

ＣＣ）加盟国外相会合及びイスラム諸国会議

機構（ＯＩＣ）ＢＨ委員会に出席（３０日） 

 ＲＣＣ加盟国外相会合には、ハーン欧州近

隣政策・拡大担当欧州委員も参加し、域内国

のＥＵ加盟に向けた協力の継続と移民危機に

ついて協議した。ツルナダクＢＨ外相は、西バ

ルカン諸国のＥＵ加盟プロセスが適切なスピ

ードで進むことへの期待と、ＢＨが直面する可

能性のある課題について述べた。 

 ＯＩＣ・ＢＨ委員会で、ツルナダクＢＨ外相は、

ＢＨのＥＵ加盟プロセスの進捗について説明

すると共に、ＯＩＣ加盟国に対して、特にエネル

ギー、食糧及び観光業におけるＢＨへの投資

を促した。 

 

３．経済 

（１）経済指標 

●ＧＤＰ（予測） 

 ＢＨ経済計画局は、マクロ経済指標に関する

報告書の中で、１５年のＧＤＰ成長率を２．６％、

１６年のＧＤＰ成長率を３．２％と予測。主な成

長要因は、内需の拡大であると分析した。 

 一方、世界銀行による南東欧定期経済報告

書は、ＢＨの１５年のＧＤＰ成長率が１．９％と

なり、１４年の０．８％よりも大幅に上がると予

測した。また、同報告書では、１６年及び１７年

のＧＤＰ成長率について、それぞれ２．３％と３．

１％となると予測した。 

 

●産業生産高 

 ＢＨ統計局の発表によると、１５年８月の産

業生産高は、１５年７月と比較して、０．４％の

減少。１４年８月との比較では７．２％の上昇。 

 

●雇用／失業者数 

 ＢＨ統計局の発表によると、１５年７月のＢＨ

全体の雇用者数は７１４，００３人、失業者数

は５４２，９３６人で失業率は４３．１％となっ

た。 

 

●平均給与 

 ＢＨ統計役の発表によると、１５年７月のＢＨ

における平均給与は８３８ＫＭだった。 
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●消費者物価指数 

 ＢＨ統計局の発表によると、１５年８月は、１

５年７月と比較して、消費者物価指数には変

化なし。年間比較では、１．１％下落した。 

 

●銀行部門 

 ＢＨ中央銀行によると、１５年７月にＢＨ国内

の銀行が提供した融資総額は１７１億１，０００

万ＫＭ（約８７億４，８００万ユーロ）で、１４年７

月と比較して２．１％の上昇。国内銀行への預

金総額は１５７億５，０００万ＫＭ（約８０億５，３

００万ユーロ）で、１４年７月と比較して５．１％

の上昇。 

 

●間接税収入 

 ＢＨ間接税庁の発表によると、１５年１月から

９月で、ＢＨ間接税庁は４７億ＫＭの間接税を

徴収。１４年の同時期と比較して１億４，３００

万ＫＭの増収となった。１５年９月単独では、５

億７，４００万ＫＭが間接税として徴収され、１

４年９月と比較して８００万ＫＭ増だった。 

 

●貿易額 

 ＢＨ統計局の発表によると、１５年１月から８

月までのＢＨの輸出額は５８億９，９００万ＫＭ

（約３０億１，６００万ユーロ、１４年同時期と比

較して４．９％増）、輸入額は１０３億９，７００

万ＫＭ（約５３億１，６００万ユーロ、１４年同時

期と比較して０．２％減）。 

・輸出相手国上位５ヵ国（貿易額、１５年１月か

ら８月）：①ドイツ（９億２，４００万ＫＭ／約４億

７，２００万ユーロ）、②イタリア（８億２，３００万

ＫＭ／約４億２，１００万ユーロ）、③クロアチア

（６億９００万ＫＭ／約３億１，１００万ユーロ）、

④セルビア（５億２，９００万ＫＭ／約２億７，０

００万ユーロ）、⑤オーストリア（５億１００万Ｋ

Ｍ／約２億６，１００万ユーロ） 参考：日本（８

９万７，０００ＫＭ／約４５万９，０００ユーロ） 

・輸入相手国上位５ヵ国（貿易額、１５年１月か

ら８月）：①ドイツ（１２億４，８００万ＫＭ／約６

億３，８００万ユーロ）、②イタリア（１１億４，５０

０万ＫＭ／約５億８，５００万ユーロ）、③セルビ

ア（１１億１，６００万ＫＭ／約５億７，１００万ユ

ーロ）、④クロアチア（１０億９，３００万ＫＭ／

約５億５，９００万ユーロ）、⑤中国（７億２，７０

０万ＫＭ／約３億７，２００万ユーロ） 参考：日

本（７，７２６万ＫＭ／約３，９５０万ユーロ） 

＊上記数値はいずれも原産国及び仕向国に

よる算出。 

 

●観光客数 

 ＢＨ統計局の発表によると、１５年７月、ＢＨ

には１０３，４８８人（うち日本からは５４４人）の

観光客が訪れ、１５年６月と比較して３．１％減

少。１４年７月と比較して４０．４％増加した。 

 

（２）経済政策、公的事業 

●ＢＨ連邦政府が石油製品、麦酒及びタバコ

への消費税引き上げを承認（１２日） 

 ＢＨ連邦政府は、電話による緊急会合を実

施し、石油製品、麦酒及びタバコへの消費税

引き上げを承認。消費税は間接税庁（ＩＴＡ）の

管轄下にあり、同決定はＩＴＡ執行委員会に付

託される。 

 ９日、ノバリッチＢＨ連邦首相はツビヤノビッ

チＲＳ首相と会談し、高速道路及び一般道建

設のための石油製品への消費税値上げと、

健康保険基金のための麦酒及びタバコへの

消費税値上げに合意していた。 
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●「スタンダード・アンド・プアーズ」の信用格

付けで、ＢＨを「Ｂ」（安定的見通し）と評価（１４

日） 

 「スタンダード・アンド・プアーズ」は、ＢＨの格

付けは、脆弱な行政機関、重複する権限、財

政管理枠組みの脆弱性及び継続的な経常赤

字による対外的地位の弱さにより低くなってお

り、今後も国外からの財政支援を得ることを想

定していると解説した。また、ＢＨがその予算

赤字を外部資金により適切に補うことができ

なければ、格付けが下がり得るとの見通しを

示した。 

 

●ノバリッチＢＨ連邦首相がＢＨ連邦予算赤字

の補填方法に言及（２９日） 

 ノバリッチＢＨ連邦首相は、ＢＨ連邦予算に

ついて、今年１２月までに、ＩＭＦによる融資が

得られなかった２億ＫＭの収入を補填する必

要があると述べ、民間銀行からの融資を可能

性の一つとして挙げた。同首相は、現在の時

点で、こうした民間銀行はＩＭＦよりも低金利で

融資を提供することが出来ると述べた。 

 

●洪水復興に関する再検討会議の開催（２９

日） 

 サラエボにおいて、ＢＨ及びセルビアにおけ

る洪水被害に対する国際ドナー会議（於ブラッ

セル）の再検討会議が開催された。参加したド

ナー国は、支援による復興状況や、支援の利

用状況、被害地域の現状等についての説明

を受けた。 

 同会議において、ＢＨ及びセルビアは洪水

復興事業を進め、現在は将来的な自然災害

の抑制を目的とした再建ステージに入ってい

ることが告げられた。 

 同会議中、ＢＨではこれまで約９，０００人が

自宅に帰還し、更に２，０００世帯が今年中に

帰還する予定であること、学校及び幼稚園１０

４施設が再建され、４６，０００人の児童、学生

及び教師が裨益したこと、中小企業５６社が

支援を受け、２，０００人分以上の雇用が生ま

れたと報告された。 

 

（３）民間企業 

● Ｒ Ｓ 政 府 と 中 国 「 Donfang Electrc 

Corporation Ltd.」社がガツコ第二火力発電所

の建設について覚書に署名（９日） 

 ジョキッチＲＳ産業・エネルギー・開発相と

Zhiqiao「Donfang Electric Coporation」副社長

は、バニャ・ルカにおいてガツコ第二火力発電

所の建設計画実施に関する協力覚書に署名

した。ジョキッチ大臣は、今後、建設請負業者

の選定にかかる法的手続きが行われると述

べ、同社が選定されることへの期待を表明し

た。 

 

●独「Mitteldeutsche Tourismus 

Entwicklungsgesellschaft （MDTEG）」社が、サ

ラエボを拠点とする新たな航空会社設立に意

欲（９日） 

 独 MDTEG社は、既にBH連邦政府と接触し

ており、１２月１日には新会社が業務を開始す

る予定であると伝えた。 

 当初、BH連邦政府はBH航空の破産を回避

するための提携会社を探しており、MDTEG 社

はその候補だったが、同社は BH 航空の救済

は困難であると結論付け、代わりにBHの新た

な航空会社設立を提案した。 

 

●RS で風力発電所の建設に関する利権協定

が締結される（２８日） 
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 ジョキッチ RS産業・エネルギー・開発相とミ

レキッチ「Elektroprivreda RS」社長は、１億２，

７００万 KM（約６，５００万ユーロ）相当となる、

RS で初めての風力発電所（４８メガワット）の

建設及び運営に関する利権協定に署名した。 

 ジョキッチ大臣は、同事業資金のうち、６，０

００万ユーロは独開発銀行からの融資を受け、

残る資金は「Elektroprivreda RS」社が補うと述

べた。 

 

●「Shell Exploration Co.」社が BH連邦政府

との石油採掘権に関する覚書を延長しないこ

とを決定（２９日） 

 「Shell Exploration Co.」社は、BH連邦政府に

宛てた書簡の中で、１１年に同政府と締結した

石油採掘権に関する覚書を、今年１１月４日

の期限以降は延長しないことを伝えた。 

 同社は、この決定を、社内における再検討と

石油及びガスを巡る環境の変化によるものと

説明した。同覚書は採掘権に関する交渉を行

うためのものであり、過去１３年及び１４年に

延長されてきたが、こうした交渉がこれまで行

われなかったこと、また、同社は１３年以降技

術的評価を行っておらず、今般の決定は同地

域の潜在的可能性と関係がないことが書簡の

中で述べられた。 

（了） 


